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T&M事業は、モバイル市場において、全般的に顧客の投資抑制が継続してい
ます。その中でも、アジアを中心にLTE-Advanced開発用計測器の需要が増加
する一方で、中国端末ベンダーの製造用設備投資に、一層の抑制傾向がみら
れました。

ネットワーク・インフラ市場においては、データセンター向け光モジュール開発・
製造で用いられる光デジタル関連計測器の需要が堅調な一方、北米通信キャ
リアのLTEネットワーク建設投資抑制が継続しています。

プロダクツ・クオリティ・アシュアランス（PQA）事業は、国内・海外市場とも増収
基調が継続しています。とりわけ国内においては、コンビニ市場を中心に、多様
な加工食品市場で新製品が設備更改需要を捉え、売上を伸ばしました。
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グループ全体の受注高は前年同期比５％減の６９９億円、売上高は前年同期
と同水準の７２２億円となりました。営業利益は前年同期比２９％減の５２億円
となりました。

第２四半期と第３四半期で、北米と欧州において組織体制の最適化策を実施
した結果、営業費用にリストラ費用５億円を計上しています。

当期利益は、前年同期比３０％減の３９億円、包括利益は、前年同期比５５％
減の４２億円となりました。

フリーキャッシュフローはグローバル本社棟の建設費用の支払いなどもあり、
７億円のマイナスとなりました。



T&M事業の第３四半期受注高は、前年同期比１５％減の１５４億円となりました。
モバイル市場においてスマートフォン製造用計測器の需要減退が続いているこ
とに加え、北米キャリアがLTEネットワーク建設をはじめ設備投資を抑制していま
す。

PQA事業の受注高は、弁当や惣菜を扱う国内食品ベンダーを中心に、設備更改
需要を新製品がとらえ、前年同期比１３％増の４６億円となりました。

7



8

T&M事業は減収減益となり、営業利益率は９．０％となりました。

営業費用に、海外でリストラ費用５億円を計上しています。

PQA事業は増収増益となり、営業利益率は６．４％となりました。



第３四半期の連結及びT&M事業、PQA事業の営業利益率はそれぞれ

連結 ８．４％

T&M ９．５％

PQA ６．７％

となりました。

9



アジア市場は前年同期比６％の増収となりました。T&M事業において、モバイ
ル開発用計測器の需要は増加したものの、モバイル製造用計測器の需要は減
少しています。

米州市場は同１２％、EMEA市場は同６％、日本は同１％の減収となりました。

10



11

営業キャッシュフローは、主に売上債権の回収増により、６６億円の資金獲得とな
りました。

投資キャッシュフローの７２億円の支出には、厚木サイトの新棟「グローバル本社
棟」の建物関連費用４３億円の支払いが含まれます。

その結果、フリー・キャッシュフローは７億円のマイナスとなりました。

財務キャッシュフローは２４億円の資金獲得となりました。主なものは社債の発行
による８０億円（償還期限：2020年6月，格付けA－）の調達、銀行借入金の返済
（ネットで20億円）、配当金の支払い３３億円（１株配当：１２円）です。

以上の結果、現金同等物期末残高は、期首残高より１８億円増加の３６７億円と
なりました。



２０１５年度の通期業績の見通しは、４月２７日に発表した計画を変更します。変
更する理由は次の通りです。

T&M事業において、スマートフォン製造市場の急速な成長鈍化や北米における
LTEネットワークの建設投資抑制が、大きく影響しています。

このような状況の下、LTE-Advanced開発関連需要を取り込むことで受注回復に
努めましたが、顧客の投資動向に上半期の状況から大きな変動はなく、第3四半
期の受注額は計画を下回る水準となりました。この結果、通年で売上が下振れ
る見通しとなり、売上高・営業利益について下方修正します。

PQA事業は主に国内コンビニ市場を中心に異物検出機などの売上が好調に推
移しているため、売上高・営業利益の見通しを上方修正します。

その他事業の見直しも含めて、全体としても売上高・営業利益を下方修正しま
す。

税引前利益、当期利益及び親会社の所有者に帰属する当期利益については、
営業利益の修正、および２０１６年度税制改正に伴う法定実効税率の変更による
繰延税金資産取り崩しの影響等を織り込んで修正しております。
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今期の配当は、株主の皆様の日頃のご支援とアンリツ創業１２０年の長きにわ
たる企業継続へのサポートにお応えするため、１株当たり年間２４円（うち期末
配当１２円）を予定しております。

当社は、株主の皆様に対する利益還元について、連結業績に応じるとともに、
総還元性向を勘案した利益処分を行うことを基本方針としております。剰余金
の配当については、連結当期利益の上昇に応じて、親会社所有者帰属持分配
当率（DOE：Dividend On Equity）を上げることを基本にしつつ、連結配当性向２
５％以上を目標としております。
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LTEの普及拡大に伴い、成長を続けていたモバイル市場の既存マーケットの設
備投資には、抑制傾向がみられます。一方、アジア地域ではグローバルに活躍
する新たな企業が台頭してきています。世界中に広がったLTEネットワークは、
新しい社会イノベーションのインフラとして、切れ目なく5Gに向けて進化を続け
ていきます。利益創出に向けた取り組みを着実に行い、IoT/5G関連への積極
的な投資を継続します。
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